２０１０年３月議会　　　一般質問通告内容　　　　　　　渡辺則子
１．「予算大綱説明」における総合的施策について
（１）「子育てにやさしいまち」から「子どもにやさしいまちづくり」へ向うべきと考える。「次世代育成支援行動計画」等において、子どもを保護･支援の対象とする施策から、子ども自身を権利の主体と捉える総合的施策にたいする認識と対応を伺う。
（２）「地域主権」の確立を、「住民参加・情報共有」をもとに進めるべきと考える。「次期総合計画」策定と平行して、「憲章」「市歌」「都市宣言」「協働･男女共同参画条例」等をもとに、「希望と誇りに溢れた元気で明るい豊橋のまちづくり総合条例」を整備することへの認識と対応を伺う。
２．新年度予算における「臨時財政対策債」について
(１) 交付税の振替措置として３年ごとに３回更新され、新年度はとりあえずの一年となる。借入をはじめて１０年目となる新年度は、普通交付税の交付団体となることもあり、自立した市財政運営における「臨時財政対策債」の方針を明確にすべきと考え伺う。
（２）総額３０２億円に対する償還計画について伺う。
（３）地方債全体としては減少傾向にあるなかで、本債が地方債全体に占める割合はこの１０年間で１%から２７%へと伸びている。借り入れしないことを原則に、できる限り使用しないための措置を含めて、「黄」「赤」等の歯止めを設定すべきと考え伺う。
３．教育費予算（構成比９％）における諸課題について
（１）教育費は一般会計全体の１割を切る。市長は豊橋の将来の何年を展望して、教育費１５億円減、商工費３億円増の予算案となったかを伺う。
（２）PFIによらない「南地域図書館」整備計画の新年度の進ちょくを伺う。
（３）「授業・学習支援センター」進ちょく情況と「小学校図書館の司書配置」計画に関する認識と対応について伺う。
（４）「校区市民館」を地域コミュニティの拠点として整備するにあたり、自治会とともに、広報公聴課・社会教育課から協働推進課へと移管される。豊橋の「潜在的な能力・ポテンシャル」である「校区自治会・校区市民館運営」諸活動を、「市民協働推進条例」にのっとって総括すべき段階と考える。認識と対応を伺う。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上です。
